
SLC事業の営業譲渡について

　６月３０日、会社はSLC事業を京セラに１
００％営業譲渡すると発表しました。その席
で、丸山副社長は「全員転籍」と発表しまし
た。『営業譲渡の転籍には、社員の個別の同
意が必要』という基本的な要件もまともには
知らせず、一方的な言い方です。 
　民法６２５条第１項には、『転籍にあたっ
ては本人の同意・承諾が条件』ということが
明記されています。

　会社は営業譲渡にいたる経緯、今後の経営
計画など新会社の経営方針を社員に説明する
義務があります。また、賃金、退職金をはじ
め労働条件がどうなるのか、についても資料
を全て開示し、説明する義務があります。

　７月１０日の説明会で、京セラ西口社長
は、「京セラは、社員を物心両面で支える社
風」と言いながら、個別社員に示された処遇
には個々人によって大きなバラツキがあり、
社員を選別、使い分けるようです。さらに、
将来にわたって雇用と仕事が保障されるか、
ということもきわめて不透明です。園部や綾
部への移転の噂などもあります。

　小原コンポーネント・テクノロジー開発製
造担当などは、「京セラから凄いラブコー
ル」などと浮かれ気味です。しかし、社員は
会社のおもいどおりにできる商品ではありま
せん。

　会社は、転籍・出向も希望しない社員に
は、IBM本体で本人の能力・希望を尊重して
新たな職場を提示する義務があります。
　転籍しか選択肢がないかのようなやり方は
許されません。

ＳＬＣのみなさん！
　まずは、出向を要求して、転籍を拒否し
ましょう！！

　しかしながら、過去の事例から、個人で転
籍拒否してがんばるよりも組合に加入して組
合と会社とが交渉する方が要求実現の可能性
が高いといえます。

（裏面に続きます）
　

野洲事業所の工業団地化路線をやめよ！

雇用と仕事、地域経済を守ろう！
ＳＬＣ営業譲渡問題
　　＊みんなで転籍を拒否し、
　　　　在籍出向を認めさせよう

　　＊本人の希望を尊重し、

　　　　　　ＩＢＭ本体の他の職場も提示せよ
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以下は、組合が会社（ＩＢＭ）に提出した、
７／０４付け「要求書」です。

『　現場の説明会で、会社は、雇用関係　　
　について
　　　・全員転籍してもらう
　　　・ＩＢＭに残っても仕事はない
　　　・転籍同意の締め切りは８／１９
　　などと発言しています。
　　労働条件の根本に関わるこのような重　
　大なことについて、会社の一方的な断定的
　発言は容認できません。

　　雇用関係については、本人の意思を尊　
　重したうえで、
　　　・転籍　　　・出向
　　　・ＩＢＭ本体の他の職場に異動
　　　・その他
　　などの選択肢を用意することを要求し　
　ます。』

　今月末には、当件で団体交渉がおこなわれ
る予定です。

日立ＧＳＴ・野洲ＬＳＩ開発部門の
　　　神奈川地区への移転について
　７／０２，日立ＧＳＴは、野洲ＬＳＩ開発
部門の神奈川地区への移転発表を行いました
が、労働条件の重要な変更であるとして、組
合は、以下の「要求書」（要旨）を提出し、
７／１６に団体交渉を行ないました。

　『・勤務地の変更は重大な労働条件の変更
　　　であり、会社分割による転籍以降、１
　　　年足らずで勤務地を変更するのは、労
　　　働契約承継法違反である。従って、神
　　　奈川地区事業所への部門の移動につい
　　　ては、決定を白紙に戻すこと
　　・組合と協議を尽くさず、また組合との
　　　合意のないまま一方的に配転をおこな
　　　わないこと』

＜＜参考＞＞
　2003/07/07 日経産業新聞 (抜粋）
 一九七一年設立の野洲事業所は、日立製作所に
昨年売却したハードディスク駆動装置（ＨＤ
Ｄ）製造拠点の旧藤沢事業所（神奈川県藤沢
市）と並ぶ日本ＩＢＭの主力工場だった。

・・・・まず、ロジック半導体ライン前工程を
セイコーエプソンと米ＩＢＭの折半出資の合弁
会社に移管。続いて液晶製造部門が台湾の奇美
電子グループとの合弁会社に、電子部品の設
計・製造は米ＳＣＩにそれぞれ移した。そして
今回京セラが樹脂基板ラインを継承した。野洲
事業所内で日本ＩＢＭに残ったのは半導体後工
程・検査部門などの約六百人。藤沢のＨＤＤ事
業も含めた一連のリストラで、日本ＩＢＭはパ
ソコン組み立てなどを除き製造部門からの撤退
をほぼ完了。今後は営業や研究開発に注力す
る。
・・・・その結果として野洲は様々な企業が混
在する工業団地になった。日本ＩＢＭは電力、
水処理などインフラを管理する“大家”の役割
を担っている。

・・・・かつて日本企業が掲げたこうした“人
本主義”の思考が、すべての従業員に歓迎され
るわけではない。今年五月には藤沢のＨＤＤ事
業の日立への売却で、転籍対象となった社員の
うち二十四人が転籍無効を求める訴訟を横浜地
裁に起こした。元社員らは「本人の同意無き転
籍は無効だ」と主張。日本ＩＢＭ関係者は、佳
境を迎えていた京セラとの交渉が外に漏れ、野
洲の従業員が先鋭化する事態を恐れた。
　   

組合掲示板について
健康管理室前（１号ビル２階社員ルーム前）
に組合掲示板が設置されています。


